
1 ．はじめに
　近現代の人口増加と都市の拡大によって自然災
害に対する曝露人口は増加の一途をたどり，更に
は気候変動の影響による水災害の増加・激甚化や
それに伴って生じる貧困，海面上昇に伴う気候危
機による難民（Climate Refugee）の増加が懸念さ
れる1）。1891年の統計開始以降，世界の平均気温
は100年間で0.74℃ほど上昇し2），2023年と2024年
の 2 年間ともに最も暑い夏を記録したと言われ
る3）。同様に， 1 時間降水量50mmや100mmな
どの極端な大雨も増加傾向にあるように4），気象

や気候の変化は直感的にも感じられる事象となっ
ている。
　有史以来，人類は空間的なリスクの非対称性
（高台と低地）を有する水害や津波のような災害に
対して，短期的には避難によってリスクから逃れ，
長期的には居住地を選択しながら災難から逃れて
きた。2021年 6 月のサイエンス誌では Climate-

induced relocationの特集号が組まれ Managed 

Retreat（戦略的撤退）や行政が民地を買い取るバ
イアウトに関する議論が展開された5）。戦略的撤
退とは，自然災害のリスク低減に留まらず，自然
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環境保護や包摂的な方針に基づく戦略的移住とし
て捉えられており，バイアウトは宅地等の用地取
得による再自然化などを目指す戦略的撤退の具体
的な計画手法として位置付けられる6）。
　日本国内に目を転じると，「特定都市河川浸水
被害対策法等の一部を改正する法律」（通称，流
域治水関連法）が2021年に施行され，水災害リス
クの低減に資する防災集団移転促進事業（以下，
防集事業）の適用要件の拡充が開始されたほか，
能登半島地震の被災地においても住民から集団移
転の要望があがるなど，居住地選択が議論されて
いる。後述するように，荒木らの論考が指摘する
定住を前提とした地域コミュニティに揺らぎが生
じているとすれば，現代の地域防災の基盤にも影
響を与えると推察される。自然災害だけではなく，
今後更なる居住地の移動による流動性の増加に
よって喪失する物があるとすればそれは何なのだ
ろうか。またはその流動性によって得られる新た
なコミュニティも存在し得るのではないだろうか。

2 ．�なぜ今居住地選択なのか：新たな
Migration 理論研究の勃興

　なぜ2025年の現代において居住地選択に関する
議論が必要なのか。自然環境の変化に応じるよう
に，21世紀に入って居住地選択やMigrationに関
する理論研究も活発化している。de Haasは，伝
統的な Push-pull modelでは現代における複雑な
居住地移転を説明できず，特に移住のみを対象と
し，移住しない世帯（immobility）を内包する視点
の重要性を指摘した7）。さらに移住しない世帯は
地域への愛着8）によって形成されると指摘される
一方で，移住したくても移住できない Involuntary 

immobility や Trapped populationsとして位置付け
られる研究も見られる9-10）。de Haasは，アマル
ティア・センの願望と能力のフレームワークを援
用し，移住の願望と移住の能力によって類型化を
試みた（表 1）。de Haasのフレームワークは，気
候変動による移住定住選択の基層として用いられ，
移住定住選択の変数化によるロジスティック回帰
分析11）や推定モデルのレビュー研究12）などへと接
続している。
　日本国内においても，東日本大震災の被災地に
おける移住定住選択として，前田は「選択になじ
まない」という表現を用い，個人属性によっては
自らの意思で定住を決定するというよりも，土地
や生業による結びつきという環境によっても決定
されうる点を指摘した13）。また災害危険区域の設
定によって移住が余儀なくされる場合でも近傍へ
の移住によって従前のコミュニケーションを維持
しようとした事例などもみられる14）。
　このように，災害や気候変動の文脈においても
近年の研究蓄積は，de Haasが示したフレーム
ワークに収斂されるものの，本論考が対象とする
集団性（荒木論考・白石論考）や流入者の観点と
受け入れ側の視点のかかわり（山﨑論考・ガリバ
イ論考）は上記フレームワークの外にあり，新た
な視点をもたらしうるものであるといえよう。

3 ．本特集の狙いと各論考の視点
3. 1　本特集の目的
　本特集では，日本や海外事例を通じて気候変動
時代における移住定住選択の現状と移住先での定
着・適応の一端を理解し，今後の他分野を含めた
議論の拡大を狙う。そのため，本特集では，異な

表 1　願望と能力に応じた居住地選択の定性的類型化

移住の能力
Migration Capability 

Low High

移住の願望
Migration Aspirations 

High
非自発的な定住

Involuntary immobility
自主的な移住

Voluntary mobility

Low
黙従的な定住

Acquiescent immobility
自主的な定住と非自発的な移住

Voluntary immobility and involuntary mobility

（de Haas，20217）に筆者らの訳語を追記）
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る視点を意図的に収集し，多角的な視点の提供に
努めた。以下より，本特集における各論考の外観
を示したい。

3. 2　本特集の構成と各論考の視点
　本特集の執筆者は国内外での移住定住選択を研
究対象とする近年学位を取得した比較的若手の研
究者を招待し，居住移動の多面性を表現できるよ
うに努めた。すなわち，被災前後の集団移転に関
する論考や，Iターン，Uターンなどにみられる
被災地への移住者に関する論考，国外における難
民移住や自治体・NGOの介在による住民中心の
移住などを扱う。
　荒木らの論考では，日本国内における被災前，
または被災後の集団移転の定義や防集事業の実施
件数を踏まえ，個別具体的な事例研究から今後の
予防的移転に向けた提言を示している。また山﨑
の論考では，東日本大震災における災害ボラン
ティア等をきっかけとした移住者に着目し，丁寧
なインタビュー調査によってフェーズによって異
なる「移住者像」を定義した。
　以上の二つの国内の「移住」だけではなく，本
特集では海外にも目を向ける。ガリバイらは，中
南米地域からアメリカを目指す難民らが通過する
メキシコにおいて，国際機関や自治体として難民
対応にあたった経験に基づき，支援者間の調整や
文化的差異も考慮した政府による透明性の高い対
応の必要性を指摘した。次に白石論考では，
NGO等が介在したフィリピンにおける集団移転
に着目し，集団的な移住による試みにおいて，公
共的な空間の果たすべき役割を論じる。
　最後に，オルシャンスキー論考では，これらの
国内外の事例論考を踏まえ，移住定住論に関する
エッセイをまとめた。

4 ．まとめ
　本稿は特集号の概説として，de Haasが示した
フレームワークに集団性や流入者・受け入れ側の
視点を加えた居住移動・居住地選択論の拡張を目
指す論考集であると位置づけられ，今後の議論の
土台となる事例を選定した。今後の居住移動・居

住地選択論の発展と実社会における示唆が得られ
るよう，今後の議論の深まりに期待したい。
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要 旨

　有史以来，人類は自然災害等のリスクに対する一つの対応策として，避難や居住地移転など
空間的な遷移によってリスク低減を実現してきた。本稿は特集号の概説として，現代における
複雑な居住地移転の理解を試みる de Haasが提唱する移住しない世帯（immobility）を内包する
フレームワークを紹介しつつ，同フレームワークに集団性や流入者・受け入れ側の視点を加え
た各論考を紹介する。本特集を通じて，今後の居住移動・居住地選択論の発展と拡張を目指す。
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